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公認クロスカントリースキー指導員検定規程 

 

 

（目的） 

第１条 本規程は、本連盟公認規程及び公認クロスカントリ

ースキー指導員規程第１条に基づき、公認クロスカントリ

ースキー指導員検定に関し、必要な事項を定める。 

（年度） 

第２条 本規程の年度は、本連盟の定款第６条で定めた事業

年度８月１日から翌年７月31日までをいう。 

（実施） 

第３条 クロスカントリースキー指導員検定（以下「検定会」

という。）は、本連盟の主催・主管で行う。 

（周知） 

第４条 検定会の開催要項は、本連盟ホームページ等で周知

する。 

（責任者・検定員） 

第５条 検定会の責任者、主任検定員及び検定員は以下のと

おりとする。 

（１） 責任者は、本連盟理事・教育本部部長・教育本部専門

委員、又は本連盟の教育本部理事会が認めた者 

（２） 主任検定員は、クロスカントリースキー検定員資格

が有効な本連盟の教育本部クロスカントリー専門委員

の中から選任し、本連盟教育本部長が委嘱した者 

（３）検定員は、クロスカントリースキー検定員資格が有効

な本連盟の教育本部専門委員、技術員、又は本連盟加盟

団体のクロスカントリー普及活動に携わる者の中から選

任し、本連盟教育本部長が委嘱した者 

（４）検定員は、クロスカントリースキー検定員３名以上で

構成する 

（５）検定員の人数は、受検者数に応じて会場ごとに定める 

（会期） 

第６条 検定会の会期は、２日間を原則とし、諸事情により、

会期を変更することができる。 

（会場・回数） 

第７条 検定会の会場は、公認クロスカントリースキー検定

員検定会と同じ会場で実施することを原則とし、同一年度

内の受検は、１回限りとする。 

（検定基準） 

第８条 検定会の検定方法は講習検定会とし、実技講習と理

論講習、実技テストと理論テストを行う。 

２ 検定会の検定基準は、別に定める。 

（受検資格） 

第９条 検定会の受検者は、受検年度の本連盟会員登録を完

了した者で、次に掲げる各号に該当しなければならない。 

（１）受検する年度の４月１日時点で21歳以上 

（２）受検する年度の前年度までに、クロスカントリースキ
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ー級別テスト１級に合格した者 

（特別推薦による受検） 

第10条 オリンピック・世界選手権・ワールドカップ・アジア

大会・ユニバーシアード出場者、又は３回以上全日本選手

権（リレー競技は除く）及び国スポ（リレー競技は除く）に

おいて入賞した者は、前年度までに、クロスカントリース

キーバッジテスト１級に合格していなくても、加盟団体長

の推薦により特別推薦書を本連盟に提出し、教育本部理事

会の承認を得て、当該年度のクロスカントリースキー指導

員検定会の受検手続きを行い、検定会で受検することがで

きる。なお、特別推薦書の提出期限は受検する年度の10月

末日までとし、本連盟の会員登録完了後、入賞大会名、種

目、順位を付記し、その証明書類を添付して提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（合格者の手続） 

第11条 検定会の合格者は、検定会合格日に合格証が付与さ

れ、示された期日までに、各種公認・登録料金一覧表に定め

る公認料・年次登録料及びバッジ代を、本連盟会員登録シス

テムで決済することにより資格が認定される。また、次年度

からの年次登録料は、他の登録料等と同時に納める。 

（結果報告及び発表） 

第12条 検定会の主任検定員は、検定会実施の結果を速やか

に検定委員長と本連盟に報告し、出席・合否結果を、事業終

了後２週間以内に、所定の様式により本連盟に提出する。 

２ 検定会実施結果のうち、検定会成績は公表しない。 

（規程の改廃） 

第13条 この規程の改廃は、教育本部理事会の議決による。 
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級別テスト１級に合格した者 

（特別推薦による受検） 

第10条 以下の者は、前条第１項第２号に記載のクロスカン

トリースキー級別テスト１級に合格していなくても、次に掲

げる各号のいずれかに該当する場合、加盟団体長より特別推

薦書を本連盟に提出し、教育本部理事会の承認を得て、検定を

受検することができる。 

（１）以下の競技会に１回以上出場した者 

①オリンピック 

②世界選手権 

③ワールドカップ 

④アジア大会 

⑤ユニバーシティーゲームズ 

（２）以下の競技会において６位以内の成績を３回以上収め

た者 

①全日本選手権（リレー競技は除く） 

②国民スポーツ大会（リレー競技は除く） 
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令和 5年 9月29日 改正 

 

令和 5年 9月29日 改正 

令和 6年 4月12日 改正 

 


